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１．はじめに 

原子力発電施設の技術基準の性能規定化と民間規格の活用については、平成１４年７月

総合エネルギー調査会原子力安全・保安部会原子炉安全小委員会においてその基本的方針

が示され、その後同小委員会及び同小委員会に設置された性能規定化検討会により、仕様

要求を定めた告示類の廃止に対応する性能要求事項、国内外の事故トラブル事例を踏まえ

た要求事項等について中間とりまとめが行われた。同中間とりまとめでは、技術基準の具

体的見直しのあり方が示されており、これを受けて、原子力安全・保安院（以下「保安院」

という。）は、平成１８年１月施行として、改正技術基準を本年７月に公布した。 
 

学協会規格を規制に活用するための仕組みとしては、まず、学協会規格に対して規制当

局として規制上の要求を充足するものか否か等の技術評価を行うこととしており、技術評

価における具体的な確認事項及び手続きは以下のとおりである（平成１６年６月原子炉安

全小委員会）。 
（保安院による技術評価における確認事項） 

① 規格の策定プロセスが公正、公平、公開を重視したものであること 

（偏りのないメンバー構成、議事の公開、公衆審査の実施、策定手続きの文書化及

び公開など） 

② 技術基準や法令上の要求事項で要求される性能との項目・範囲において対応が取れ

ること（規制の要求範囲との整合性） 

③ 技術基準や法令上の要求事項で要求される性能を達成するための必要な技術的事

項について具体的な手法や仕様が示されること。 

④ 民間規格に示される具体的な手法や仕様について、その技術的妥当性が証明されて

いること。 

（技術評価の手続き） 

技術評価の手続きは、関係審議会（原子炉安全小委員会及び関係ＷＧ等）の意見を聴い

て規制当局が技術評価を行い、その結果を技術評価書としてパブリックコメントを求めた

上でとりまとめ、公開する。 

その後、行政手続法に基づく審査基準や行政文書により、当該学協会規格の規制上の取

扱いを明確にする仕組みとする。その際には、技術評価の結果に基づき、当該学協会規格

の活用に際しての条件などを付すことがある。 

 

改正技術基準に反映した国内主要事故トラブル事例の一つとして、放射線分解による水

素の急速な燃焼事例があり、具体的には、火災防護の一つの措置として、放射線分解によ

る水素の急速な燃焼に至るような混合ガス（水素・酸素）の蓄積を防止する措置を明確に

求めている。また、火災防護のための具体的仕様のあり方については、日本電気協会「原

子力発電所の火災防護指針(JEAG 4607-1999)」を別途技術評価したところであるが、同指
針においては水素蓄積防止に関する規定は含まれていない。 
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以上を踏まえ、改正技術基準に追加された水素蓄積防止を実現する具体的仕様規定とし

て、中部電力㈱浜岡１号機余熱除去系蒸気凝縮系配管破損事故（平成１３年１１月）を受

けて保安院からの要請を受けて策定された「ＢＷＲ配管における混合ガス（水素・酸素）

蓄積防止に関するガイドライン（「本ガイドライン」という）」の技術評価を行った。 
本技術評価書は、保安院と原子力安全基盤機構が、策定プロセスについては保安院から

の策定要請等の経緯、また、要求事項については浜岡１号機配管破損事故に対する保安院

最終報告書（平成１４年５月。以下「最終報告書」という）における再発防止策等を考慮

し、技術基準との対応や技術的妥当性を検討し、基準評価ＷＧ及び原子炉安全小委員会の

審議を経てとりまとめたものである。 
 

２．検討の基本方針 

２．１ 規格の策定プロセスに関する確認 

① 規格の策定プロセスが公正、公平、公開を重視したものであること 
（偏りのないメンバー構成、議事の公開、公衆審査の実施、策定手続きの文書化及び

公開など） 
策定機関である火力原子力発電技術協会の規格策定手続き、実際の規格策定手順につ

いて、公正、公平、公開を重視したものであることの確認を行う。その場合、保安院

としての本規格の必要性、規格策定への関与も考慮する。 
 
２．２ 規定内容に関する検討 

② 技術基準や法令上の要求事項で規定される性能との項目・範囲において対応が取れる
こと。（規制の要求範囲との整合性） 
③ 技術基準や法令上の要求事項で要求される性能を達成するための必要な技術的事項
について具体的な手法や仕様が示されていること。 
④ 民間規格に示される具体的な手法や仕様について、その技術的妥当性が証明されてい
ること。 

 
事故トラブル事例を踏まえて策定されたものであり、事業者により水平展開が行われ、

保安院よりもＮＩＳＡ文書により対応を指示しており、技術評価に先立ち、背景を確認す

る。 
技術基準との対応については、第４条の２「火災による損傷の防止」に対応するもので

あるが、対象プラントや対象機器の妥当性について確認する。 
技術的妥当性については、最終報告書との対応、さらに研究成果に基づくデータ等を活

用している場合にはその妥当性を確認する。 
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３．本ガイドラインの作成経緯及び概要 

３．１ 放射線分解による水素の急速な燃焼に関する検討経緯 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

解  説 

2. 火災発生防止 

・放射線分解に伴う水素により火災発生

の危険性がある場合には、再結合器の

使用又は適切な換気、或は他の適切な

方法によって火災防護の観点から対策

がなされなければならない。 

発電用軽水型原子炉施設の火災防護に

関する審査指針(平成 14年 9 月改訂) 

■水素が滞留する箇所に対する対策 

①水素と酸素が蒸気とともに蓄積・滞留する箇

所として、上り勾配で行き止まりとなってい

る配管を選定 

②当該箇所において蒸気が凝縮し、水素と酸素

の濃度が上昇する可能性がある箇所として、

母管から行き止まり部までの距離が長く温度

低下が大きな配管を選定 

上記による選定配管から、以下の配管を除外。

③水素燃焼の発生に対して十分な強度設計がな

されている配管 

④当該箇所から運転中に定期的にガスが除去さ

れる操作が行われている配管 

⑤接続されている母管側の流れが安定してい

て、当該箇所に、急激な圧力変動、温度変化

などの擾乱が生じない配管 

■民間規格策定を要請 

原子力安全・保安院最終報告書 

再発防止策(H14 年 5 月) 

 

（事故の概要： 詳細は参考資料２参照） 

第 18 回定検後、第 19サイクル運転中 

 ・平成 13 年 11 月 7日高圧注入系の起動試験を実施した。 

 ・11 月 8 日原子炉停止。 

 ・現場確認の結果、高圧注入系から余熱除去系熱交換器に分岐

している蒸気配管のエルボ部が破断していた。 

浜岡１号機余熱除去系配管破断事象(H13 年 11 月) 

ＢＷＲ配管における混合ガス（水素・酸素）

蓄積防止に関するガイドラインで規格制定

原子力安全・保安院最終報告書｢中部電力

株式会社浜岡原子力発電所１号機における

配管破断事故について(平成 14 年 5 月)｣を

受け、平成 17年 10 月に規格化。 

火原協ガイドラインとして規格化 

(平成 17年 10 月) 技
術
基
準
第
４
条
の
２ 

(

水
素
の
蓄
積
防
止
策)

に
対
応

 
 

（火災による損傷の防止） 

第四条の二 原子炉施設又は蒸気タービン

若しくはその附属設備には、火災により原

子炉の安全性が損なわれないよう、次の各

号に掲げる措置を適切に組み合わせた措

置を講じなければならない。 

一 火災の発生を防止するため、次の措置を

講じること。 

ホ 放射線分解により発生し、蓄積した水素

の急速な燃焼によって、原子炉の安全性を

損なうおそれがある場合には、水素の蓄積

を防止する措置を講じること。 

技術基準(平成 17年 7 月公布) 
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（既存プラントにおける対応状況～余熱除去系配管以外） 
電力事業者 プラント名 名   称 対応状況 

浜岡１号 グランド蒸気調整器(SSR)入口配管 ベント配管設置 
浜岡２号 － － 
浜岡３号 － － 

湿分分離加熱器第１段スカベンジング配管(A-1) 弁の移設 
湿分分離加熱器第１段スカベンジング配管(A-2) 配管経路変更 
湿分分離加熱器第１段スカベンジング配管(B-1) 配管経路変更 
湿分分離加熱器第１段スカベンジング配管(B-2) 配管経路変更 
湿分分離加熱器第２段スカベンジング配管(A-1) 配管経路変更 
湿分分離加熱器第２段スカベンジング配管(A-2) 配管経路変更 
湿分分離加熱器第２段スカベンジング配管(B-1) 配管経路変更 

中部電力 

浜岡４号 

湿分分離加熱器第２段スカベンジング配管(B-2) 配管経路変更 
女川１号 グランド蒸気発生器加熱蒸気圧力調整弁入口配管 ベント配管設置 
女川２号 グランド蒸気発生器加熱蒸気圧力調整弁入口配管 設備変更(*) 

グランド蒸気発生器加熱蒸気圧力調整弁入口配管 設備変更(*) 
湿分分離加熱器第１段スカベンジング配管(A-1) 設備変更(*) 
湿分分離加熱器第１段スカベンジング配管(B-2) 設備変更(*) 
湿分分離加熱器第２段スカベンジング配管(A-1) 設備変更(*) 

東北電力 

女川３号 

湿分分離加熱器第２段スカベンジング配管(A-2) 設備変更(*) 
グランド蒸気調整器(SSR)入口配管 ベント配管設置 福島第一１号 
エバポレータ入口配管 ベント配管設置 

福島第一２号 － － 
福島第一３号 － － 
福島第一４号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
福島第一５号 － － 
福島第一６号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
福島第二１号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
福島第二２号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
福島第二３号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
福島第二４号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
柏崎刈羽１号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
柏崎刈羽２号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
柏崎刈羽３号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
柏崎刈羽４号 － － 
柏崎刈羽５号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
柏崎刈羽６号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 

東京電力 

柏崎刈羽７号 エバポレータ入口配管 ベント配管設置 
北陸電力 志賀１号 － － 

島根１号 タービングランド蒸気発生器入口配管 ベント配管設置 中国電力 
島根２号 － － 
東海第二 － － 日本原子力発電 
敦賀１号 グランド蒸気調整器(SSR)入口配管 ベント配管設置 

(*)：経路変更もしくはベント配管設置 
(注)：表中の｢－｣については該当箇所がないことを示す。 
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３．２ 本ガイドラインの概要 

 

（ガイドラインの目的） 

本ガイドラインは、ＢＷＲ新規プラントの設置や既設プラントの改造等に係わる配

管設計の際に基準とする主蒸気中の混合ガスの蓄積を防止する設計評価の方法(混合

ガスが可燃限界以上に蓄積することを防止するための設計評価の方法)及び対応措置

の方法を定めたものである。 

 

（ガイドラインの構成） 

本ガイドラインは、「本文」のほかに、混合ガスの蓄積を評価するに当たっての具体

的な方法等を説明した解説、既往の研究例及び実験例等を説明した「付録」より構成

される。 

 

（ガイドラインの適用範囲） 

○ 評価対象とする現象 

ＢＷＲ原子炉内では、中性子・ガンマ線の作用により水分子が分解され、水素と酸

素が生成され、生成された水素と酸素は主蒸気中に移行する。本ガイドラインでは、

この主蒸気中の水素・酸素（混合ガス）の蓄積及び燃焼現象を対象とする。 

○ 評価対象とする範囲 

ＢＷＲ原子力発電設備の配管のうち、枝管（主蒸気を内包する容器又は配管より分

岐し、他端が弁等で閉止されている配管）を対象とし、具体的系統を下記に示す。 

また、計装配管については、配管内容積が小さく、破断する可能性が低いこと、ま

た仮に水素燃焼により破断した場合においても元弁で破断部を隔離できることから評

価不要とする。 

・原子炉圧力容器(ＲＰＶ) 

・主蒸気系（ＭＳ） 

・自動減圧系(ＡＤＳ)(主蒸気安全弁) 

・原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）（高圧注入系（ＨＰＣＩ）を含む） 

・残留熱除去系（ＲＨＲ）（蒸気凝縮モード） 

・抽気系(ＥＳ) 

・主タービン 

・タービン補助蒸気系(ＡＳ) 

・タービングランド蒸気系(ＴＧＳ) 

○ 評価手法及び対応措置 

 評価パラメータ及び枝管分類を定義した上で、混合ガスの滞留・蓄積可能性の評価

手法を規定しており、同評価手法に基づく評価の実施、さらに可燃性限界の濃度まで

滞留・蓄積する可能性がある場合には対応措置を講じることを要求している。  
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 図 評価対象とする枝管例    
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解説図 2.2.2-1 対象とする枝管例（格納容器内の主蒸気を内包する配管） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 2.2.2-2 対象とする枝管例（高圧タービン配管） 
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４．ガイドライン策定プロセスについて 

 
保安院による要請を踏まえ、平成１５年１０月に、火力原子力発電技術協会は、非凝縮

性ガス対応技術検討会を設置し、研究成果を取り入れ、BWR 配管における混合ガス（水
素・酸素）蓄積防止に関するガイドライン策定を検討した。 
技術的検討は本検討会で７回行われ、他の委員会等で議論されてはいない。 
・ 非凝縮性ガス対応技術検討会（平成１５年１０月～平成１７年９月）：計７回審議 
  平成１５年 １０月７日(第１回) 
  平成１６年 １月１９日(第２回)、１０月２５日(第３回) 
  平成１７年 １月２４日(第４回)、３月３日(第５回)、６月２８日(第６回)、 

９月３０日(第７回) 
 
（火力原子力発電技術協会における規格策定規約） 
火力原子力発電技術協会においては、共通的な規格策定規約は存在せず、個々の規格策

定に当たり、意志決定手続き等を定めている。本ガイドラインについても同様の規定を定

めており、意志決定は多数決としているが、検討会の公開、公衆審査等の規定はない。 
 
（委員会構成・審議内容等の公開） 
・ 委員会構成 
  学識経験者   ７ 
  電気事業者   ７ 
  製造業者    ４ 
 （注）電気事業者、原子炉製造メーカーでは同一社から複数の委員が参画。 
    保安院、原子力安全基盤機構からはオブザーバーとして参画。 
・ 審議内容等の公開、公衆審査は実施されていない。 
 
（規格策定プロセスの評価） 
火力原子力発電技術協会におけるガイドライン策定は、日本機械学会のように公正、公

平、公開を重視した手続きに基づく規格を策定するよりも、規制当局や電気事業者の必要

性に応じて、研究成果を反映し学識経験者の幅広い意見を踏まえて、速やかに策定するこ

とを目的としている。他のガイドラインの活用形態をみれば、ガイドラインが直ちに規格

として活用されるのではなく、当該ガイドラインを原案として学協会の審議を経て規格と

して活用されている。 
以上から、規格策定プロセスは日本機械学会等の規格に比べ、公開の観点から必ずしも

十分なものでないが、保安院としての関与や本ガイドライン活用の意義も考慮し、本ガイ

ドラインを活用するかを判断した。 
なお、今後は、学協会規格（日本機械学会等）において本ガイドライン規格化を行い、

最新の知見を反映した見直しが定期的に行われることが期待される。 
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（保安院としての本ガイドライン活用の意義） 
技術基準等法令の仕様規格として引用する規格は、日本機械学会、電気協会、原子力学

会等の学協会にて公正、公平、公開を重視した手続きに基づく規格とするのを原則とする

が、本ガイドラインについては、保安院として来年１月から施行される改正技術基準を実

現する仕様規定として、保安院自ら要求事項を策定するか、本ガイドラインを活用するか

の判断がまず必要となるが、本ガイドラインは、保安院が策定を要請したものであり、水

素燃焼限界等の研究開発中にもかかわらず来年１月の技術基準改正に先立ってとりまとめ

たものであること、また、オブザーバーではあるが保安院・原子力安全基盤機構が策定段

階から参画していたことを考慮すれば、学協会規格（日本機械学会等）において本ガイド

ライン規格化される当面の間、積極的に活用することが適当と考えた。なお、本ガイドラ

インが学協会規格化された場合、早急に本ガイドラインとの相違点について技術評価する。 
また、規格策定プロセスの適切性によって期待される信頼性の向上については、検討会

において専門分野の学識経験者が含まれ累次にわたり議論がなされていることに留意しつ

つ、技術的妥当性の中で考慮することとした。 
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５．本ガイドラインの技術的妥当性 

 
５．１ 技術基準との対応 

改正技術基準第４条の２では、火災による損傷の防止のための措置として、火災の発生

防止、火災の検出及び消火、火災の影響軽減の適切な組合せを要求事項としており、火災

の発生防止の措置の一つとして、「放射線分解により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼に

よって、原子炉の安全性を損なうおそれがある場合には、水素の蓄積を防止する措置を講

じること」と規定している。 
 
（対象プラントについて） 
本ガイドラインでは、ＢＷＲのみ対象としているが、ＰＷＲでは加圧器以外は高圧水の

一相流となっており、また、加圧器内も運転中は常に一次冷却材と蒸気が平衡状態にある

ことから、水素や酸素の濃度が高い状態で滞留、蓄積する可能性のある箇所はないと判断

され、ＢＷＲのみに限定することは妥当である。 
 
（対象機器について） 
本ガイドラインは、同要求に対応して、ＢＷＲ原子力発電設備の配管のうち枝管を対象

としている。計装配管については、配管内容積が小さく破断する可能性が小さいこと、ま

た仮に水素燃焼により破断した場合においても元弁で破断部を隔離できることから評価不

要としているが、これは技術基準に規定される「原子炉の安全性を損なうおそれがある場

合」でないと判断されることから問題ないと考える。 
また、本ガイドラインでは、ＢＷＲを対象として、主蒸気中の水素・酸素（混合ガス）

の蓄積及び燃焼を対象としている。ＢＷＲ原子炉内で中性子・ガンマ線の作用により水分

子が分解され、水素と酸素が生成され、生成された水素と酸素が主蒸気に移行し、主蒸気

が凝縮することが混合ガスの滞留・蓄積の理由であるので、主蒸気中に限定したことは妥

当と考える。また、ＢＷＲ原子炉内で発生する放射線分解ガスは、水素：酸素＝２：１で

あり、配管中に蓄積した水素・酸素及び水蒸気の混合気体が存在する場合、エネルギーが

付加されると燃焼に至る場合があるとしており、水素だけではなく、酸素を含めた混合ガ

スを蓄積防止の対象としているのは妥当である。 
 
以上から、ＢＷＲ配管の中で対象機器を特定していること、水素のみならず酸素の蓄積

も対象としていることについては、技術基準との対応の観点から問題ないと考える。 
 
５．２ 仕様規定としての適切性 

本ガイドラインでは、４．に概要を示したとおり、目的及び適用範囲（評価対象とする

現象・範囲）を明確にした上で、以下の評価方法を定めている。 
 ①評価パラメータ： 口径（主蒸気を内包する配管の内径、枝管の内径） 
              圧力（系統の運転圧力） 
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              枝管長さ（水平枝管とそれ以外に区分して定義） 
              流速（主蒸気流れのある配管の主蒸気の平均流速） 
              枝管レイノルズ数（新たに定義） 
    ②配管の分類  ： 枝管を取出し方向により分類 
    ③評価の実施  ： 混合ガスが滞留・蓄積する可能性を評価 
    ④対応措置   ： 運転操作又は設備変更等による対応措置 
したがって、本文と解説を合わせると配管の形状や枝管の取出し方向に対して、必要な

評価を実施し、評価の結果混合ガスが滞留・蓄積する可能性がある場合の対応措置まで規

定しており、仕様規定として適切と判断した。ただし、本文のみでは、具体的な評価手法

等が明確でなく、今後明確な位置付けが行われることが望まれる。 
 
５．３ 技術的妥当性の検討 

 
本ガイドラインは、主要事故トラブル事例を踏まえて、研究成果等を踏まえて策定され

たものであるので、浜岡１号機余熱除去系配管破断事故に対する保安院最終報告書（平成

１４年５月）における再発防止策、研究成果を適用することの技術的妥当性に重点をおい

て検討を行った。 
 
５．３．１ 保安院最終報告書との対応 
 
本ガイドラインにおいては、評価の実施の中で、混合ガス蓄積可能性の観点から、枝管

を以下の５つに区分（水平枝管等については詳細に規定）し、混合ガス蓄積の可能性の観

点から検討しているが、本件に関する最終報告書との対応は表－１のとおりである。 
  区分： (a)下向き枝管 
      (b)水平枝管（上り勾配）、(c)水平枝管（下り勾配） 
      (d)上向き枝管 
      (e)上記の組合せ枝管 
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表－１ ガイドラインと保安院最終報告書との対応 

最終報告書 本ガイドライン解説３．３ 
及び３．４ 対応状況 

7.1 水素が滞留する箇所への対策 
①水素と酸素が蒸気とともに蓄積・滞

留する箇所として、 
 
 
 
上り勾配で行き止まりとなっている

配管を選定 
 

 
ステップ１： 
水の放射線分解によって生成さ

れる混合ガスが蓄積する箇所とし

て，主蒸気を内包する配管から枝

管端部まで距離があり，放熱によ

る混合ガスの蓄積が懸念される配

管を選定 
・(b)水平枝管（上り勾配） 
・(d)上向き枝管 
・(e)組合せ枝管 
（下向き枝管、水平枝管（下り

勾配）を除外） 
 

最終報告書の上り勾配配

管に対応して、上り勾配

を有する形状の枝管を規

定 

②当該箇所において蒸気が凝縮し、水

素と酸素の濃度が上昇する可能性が

ある箇所として、 
母管から行き止まり部までの距離

が長く温度低下が大きな配管を選定 

ステップ２： 
水蒸気が凝縮され、水素と酸素

濃度が上昇(蓄積)する箇所を選定 
・ 水平枝管（上り勾配）の長さ 
＞対流限界長さ 
・ 上向き枝管の長さが換気領域

外 
・ 組合せ枝管 
 

最終報告書②に対応して

いるが、換気領域の設定

（上り勾配水平枝管の対

流限界長さ等）の妥当性

は5.3.2及び5.3.3で検討 

①及び②によって選定された配管から

以下の配管を除外 
③水素燃焼の発生に対して十分な強度

設計がなされている配管 
 
 
 

ステップ３： 
蓄積・構造強度等について詳細

評価を実施して健全性が確保され

ている場合は除外 
最終報告書③に対応して

いるが、構造健全性の考

え方は 5.3.4で検討 
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最終報告書 本ガイドライン解説３．３ 
及び３．４ 対応状況 

④当該箇所から運転中に定期的にガス

が除去される操作が行われている配

管 

ステップ１～３を満足しない場

合の対応措置 
（解説３．４） 
(1) 定期的に混合ガスを抜く操
作等による対応措置 

 

最終報告書④で運転操

作による定期的なガスの

除去が対応措置としてい

るが、ガイドラインの対

応措置（解説３．４）(1)
が同等であることを確認 

浜岡１号機配管破損事故を踏まえた

保安院指示文書（平成１４年５月１３

日）において、既設プラントの設備面

での対応措置を求めた。 
１．余熱除去系蒸気凝縮系 
当該系統を撤去するか又は当該系統

の配管の分岐部に弁を設置するかのい

ずれかの措置をとること。 
２．余熱除去系蒸気凝縮系以外 
 弁やベント管の設置等設備変更によ

り非凝縮性ガスの滞留を防止するこ

と。 

(2) 蓄積を防止するための設計変
更の例 
イ）ベントラインの設置 
ロ）触媒設置 

保安院指示文書による

余熱除去系蒸気凝縮系以

外配管に対する弁やベン

ト管の設置等の設備面で

の対応はガイドライン

(2) 蓄積を防止するため
の設計変更の例、イ）ベ

ントラインの設置等に反

映されていることを確認 

⑤接続されている母管側の流れが安定

していて、当該箇所に、急激な圧力

変動、温度変化などの擾乱が生じな

い配管 

規定なし 

急激な圧力変動、温度

変化などの擾乱の有無に

かかわらず、ステップ１

及びステップ２の要件で

配管を保守的に選定 
 
 以上から、最終報告書に記述された事項は、保守的に考慮しなかった⑤についてはすべ

て含まれており、また、蓄積防止のための措置として、保安院指示文書（平成１４年５月）

に記載されている設計面の対応がガイドラインに反映されていることを確認した。 
 
５．３．２ 上り勾配水平枝管の換気作用箇所の技術的妥当性 
 
（本ガイドラインの考え方） 
 （１）主蒸気を内包する配管から分岐している水平枝管(上り勾配)のうち，その長さ(l')
が対流限界以内の長さのものについては混合ガスが蓄積しないと判定する。 

 
 

 

 

 

解説図 3.3-4 水平枝管(上り勾配)の対流限界長さ 

 

対流限界長さ

主蒸気を内
包する配管

枝管
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（解説・付録による説明及び技術的妥当性の評価） 
・ 本ガイドラインでは、上り勾配を有する水平配管に関して、「換気作用が期待される箇

所」を混合ガス蓄積が行われない箇所として除外している。 
・ 母管に流れがある水平枝管においては、換気効果と対流効果の両方が働くが、保守的

に換気効果を考慮せず、「対流限界長さ」のみで規定している。 
・ 具体的には、枝管内で水平方向に温度差がある場合には浮力で生じる対流によりガス

が主蒸気を内包した配管に戻ることが期待できることから、主蒸気を内包する配管か

らみて水平線上に端部がみえる範囲では水平方向に温度差が生じ対流が起きると期待

し、当該配管部分を対流限界長さとしている。また、上り勾配水平配管のうち、対流

が期待される部分の上部についても、上部に蓄積したガスが下層を対流する主蒸気で

加熱され、ガス濃度が上がりにくいことと判断している。 
・ 本解説に関する評価としては、換気作用が期待される部分を温度差対流によるものに

限定し、温度差が生じうる部分を高低差に着目し主蒸気内包配管との接続面積の投影

部分に限定していることを確認した。併せて、対流限界長さであって、温度差対流が

生じる部分の上層のガス濃縮についても、加熱により濃度上昇は生じにくいと判断し

ていることを確認した。したがって、解説２．１．２は、技術的に妥当と判断する。 
 



 14

５．３．３ 上向き枝管の換気作用箇所の技術的妥当性 
 
（本ガイドラインの考え方） 

(２）主蒸気流れがある配管から分岐されている上向き枝管、斜め上向き枝管 

 枝管内に換気流が発生するため，解説図 3.3-5，解説図 3.3-6 を満足する場合，混合

ガスが蓄積しないと判定する。なお，換気領域は枝管に接続する主蒸気流れのある配

管の流体の乱れが影響することから，評価の際，上流に乱れを発生させる配管要素が

あることについて留意する必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（解説・付録による技術的説明及び技術的妥当性の評価） 
・ 上向き枝管に関しても、上り勾配水平枝管同様、換気作用が期待される箇所について

は、混合ガス蓄積が行われない箇所として除外している。 
・ 上向き配管における「換気作用が期待される箇所」の設定に当たっては、配管の主蒸

気流れに伴い枝管内に換気流れが生じ、この換気流れにより混合ガスが主蒸気流れの

ある配管へと排出されることが期待される部分としている。 
・ 主蒸気流れによる「換気作用が期待される箇所」の設定に当たっては、以下の手順に

よっている。 
(ⅰ)汎用流動解析コードを、日本機械学会「配管の高サイクル熱疲労に関する評価指
針」(JSME S 017-2003)の主管に接続された分岐管内への渦の侵入深さに関する水
流動試験データを用いて検証した。同データは水の流れに対するものであるが、蒸

気の流れであっても流速が毎秒１０ｍ程度で音速に比べて１桁以上低いので非圧

縮性流れとみなした（付録図 2.3-2参照）。 

解説図 3.3-6 換気可能な枝管長さ 

換
気
長
さ

 l
 ／
ｄ

 

 

換気作用換気作用

ｄ

解説図3.3-5 主蒸気流れの有る配管から分岐
している枝管内の換気流

枝管

l

換気作用換気作用

ｄ

解説図3.3-5 主蒸気流れの有る配管から分岐
している枝管内の換気流

枝管

l

解説図 3.3-5 主蒸気流れのある配管から分岐

している枝管内の換気流 
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解析結果

 

付録図 2.3-2 水流動試験による検証解析結果 

・ K. Tanimoto et al.,”Study on Relationship Between Thermal Stratification and Cavity 
Flow in a Branch Pipe with a Closed End”, 3rd Korea-Japan Symposium on Nuclear Thermal 
Hydraulics and Safety (NTHAS3), Kyeongju, Korea, October 13-16, 2002 

・ 中村ら,「枝管配管に起こる熱成層変動現象の実験と数値解析」,Journal of the Institute 

of Nuclear Safety System, 2002, Vol.9, 67-79） 

(ⅱ)検証された汎用流動解析コードを適用し、本評価指針の適用に当たり、新たに「枝
管レイノルズ数」を「＝主管主蒸気流速 U・枝管径ｄ／流体動粘度係数μ」定義
し、枝管と主蒸気流れのある配管の内径比(d/D)、又はエルボ等の乱れの発生源か
らの距離 Lを変動させ、枝管レイノルズ数と換気流侵入深さ（枝管長さlと枝管径

dの比＝l/d)の関係を求めた（付録図 2.3-5参照）。 

  
 

付録図 2.3-5 枝管 Re数と枝管内への流動渦の侵入長さの関係 

|
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(ⅲ)(ii)で求めた解析結果に基づき、枝管と主蒸気流れのある配管の内径比、エルボ等
の乱れの発生源からの距離に依存せず、保守的に、枝管レイノルズ数と換気流侵

入深さ（換気作用が期待される箇所）を求めたのが、解説図 3.3-6である。 
・ 本事項の技術評価として、適用された汎用流動解析コードが公開されている実験デー

タに基づき検証されていること、解析結果について包含する値を保守的に換気流侵入

深さとしていることを確認した。また、付録図 2.3-6において、換気流の解析のみなら
ず、放熱による凝縮効果を考慮した解析を行い、換気流侵入深さに及ぼす凝縮の影響

が非常に小さいことを確認した。 

      

換気解析
（換気流のみ）

換気解析
（換気流＋凝縮効果）

換気流の侵
入長さから
最大枝管長
さを決定

放熱考慮して
も先端まで換
気されることを
確認

 
付録図 2.3-6 放熱の有無による流動解析結果の比較（流線図） 

なお、枝管レイノルズ数に対応した換気可能な枝管の長さの図（解説図 3.3-6）では、枝
管レイノルズ数が４×１０4を下回る枝管は、小口径配管または主蒸気流れが小さい配管

であることにより、換気効果が期待できないため、範囲外としていることは妥当である。 
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５．３．４ 配管の構造強度評価 
 
（本ガイドラインの考え方） 
（２）配管の構造強度評価 
  有効性が確認された構造強度評価手法により、混合ガスの急速燃焼時においても枝管 

の健全性が確保できる場合は許容できるものとする。             

 
（解説・付録における説明及び技術的妥当性の評価） 
・ 本ガイドラインでは、「混合ガスの急速燃焼時においても枝管の健全性が確保できる場

合は許容できる」としているが、その具体的要件は記載しておらず、浜岡１号機の適

用例を付録の中で紹介している。 
・ 浜岡１号機においては、爆発防止実用便覧（サイエンスフォーラム）に記載されてい

る爆轟特性の計算値による爆轟圧力と初期圧力の比２５倍で安全率を試算し、当該安

全率を考慮した発生応力が材料の引張強さ（Su）を下回ることをもって、急速燃焼時
においても枝管の健全性が確保できると判断している。 
・ 急速燃焼時における健全性評価の例についても、今後本ガイドラインに盛りこんでい

くべきと考える。 
 

付録表 5-1 ２Ｈ2＋Ｏ22（２９３Ｋ）の爆ごう特性計算値 
Ｐ0（atm） 0.5 1 2 5 10 
ＶD（cm3/g） 4006 2003 1001 401 200 
爆ごう速度（m/sec） 2805 2843 2882 2932 2969 
爆ごう圧力（ＰD/Ｐ0） 18.76 19.18 19.62 20.32 20.78 
爆ごう温度（Ｋ） 3557 3685 3819 4006 4152 
γ 1.18 1.19 1.20 1.19 1.20 
爆発熱（cal/g） 1451 1529 1611 1723 1814 
Ｈ（mole %） 8.9 8.1 7.3 6.3 5.5 
ＨＯ2 0.01 0.01 0.02 0.02 0.03 
Ｈ2 16.7 16.5 16.2 15.7 15.3 
Ｈ2Ｏ 51.8 43.1 54.6 56.8 58.6 
Ｈ2Ｏ2 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 
Ｏ 4.2 3.9 3.6 3.1 2.79 
ＯＨ 13.3 13.5 13.6 13.7 13.6 
Ｏ2 5.1 4.9 4.7 4.4 4.2 
Ｐ0が１atmでの実験値は爆ごう速度は 2840m/sec、爆ごう 
圧力ＶDは 18.8atm 
出典；爆発防止実用便覧（サイエンスフォーラム） 
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６．本ガイドライン適用に当たっての条件と課題 

 
６．１ 規制体系上の位置付け 

 本ガイドラインは、技術基準の新たな要求事項に対応して仕様規格として明確化したも

のであり、また、今後ともその適用が期待されるものであるので、規制の明確化のために

も、技術基準の審査基準の中で明確に位置付けることとする。 
その際、本文のみならず、具体的な評価手法等を記載した解説が適用されることを明確

化する。 
 
６．２ 今後の課題 

・ 本ガイドラインは、来年１月施行の改正技術基準の仕様規定として適用するため、保

安院より早期とりまとめを要請し、保安院の必要性と今までの関与を考慮して技術評

価を行ったものであるが、今後は、本ガイドラインの策定プロセスにおいては公開性

等十分といえないことから、公開性を考慮した学協会規格化に向けて取り組むことが

望まれる。 
その場合、他の学協会規格同様、本文、解説等の位置付けが明確化されることが望

まれる。 
・ 本ガイドラインについては、国内外の知見を反映した追補又は改定が望まれ、特に、

下記の事項については、研究開発成果を踏まえ、可能な事項について適切な規格化が

期待される。 
－ 混合ガスの急速燃焼時の枝管の健全性評価 
－ 混合ガス蓄積濃度の上限としての爆轟限界濃度の適用 
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（参考）原子炉安全小委員会及び基準評価ＷＧの検討の経緯 

 

◎第１６回原子炉安全小委員会（平成１７年９月２７日） 

・「原子力発電施設の技術基準の性能規定化と体系的整備について～中間とりまとめ～」

を受けた学協会規格の活用のあり方について、その進捗状況及び今後の進め方を報告。

その中で、社団法人火力原子力発電技術協会「ＢＷＲ配管における混合ガス（水素・酸

素）蓄積防止に関するガイドライン」について、当該ガイドラインがとりまとめられた

場合には、基準評価ＷＧで審議した上で技術評価書案を策定し、原子炉安全小委員会の

審議を経てパブリックコメントを求めた上でとりまとめることを確認。 

 

○ 第１８回基準評価ＷＧ会合（平成１７年１０月２６日） 

・社団法人火力原子力発電技術協会より、当該ガイドラインについての説明を聴取。 

・当該ガイドラインについて、原子力安全・保安院及び独立行政法人原子力安全基盤機構

が作成した技術評価書案を基に審議し、基準評価ＷＧとして技術評価書案をとりまとめ。 

 

◎ 第１７回原子炉安全小委員会（平成１７年１１月１６日） 

・基準評価ＷＧにおける検討結果について審議し、原子炉安全小委員会報告書案としてパ

ブリックコメントを募集することを確認。 

 

○ パブリックコメント募集（平成１７年１１月１６日～１２月１５日） 

・パブリックコメントの提出なし。 

 

（平成１７年１２月技術評価書としてとりまとめ） 


